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1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

4

5

6

7

伝統工芸指導力向上講習会事
業費

- 0.00 0 0 439

技能検定実施事業費
技能検定実施公示、試験等の指導監督、合否決定、合格
発表、合格証書等の作成・交付等

0.60 73,602 67,410 71,224

6 ママのいきいき仕事塾事業費 - 0.00 0 0 495

30年度
決算額

169,188 千円

職員数 4.20 人

jinzai@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 産業人材育成支援事業

部局 産業労働部 課・室 人材育成課

実施期間 S46 E-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 就業率

総合的に展開する
重点政策

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保

事業番号 07 07 01

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

○産業人材を育成・確保していく上で直面している様々な課題に対応していくため、産・学・官の連携による産業人材育成の協働体制を構築
し、県民のライフステージに応じたキャリア教育などを行うとともに、県内産業界に必要な人材の育成・確保を図る。
○中小企業や中小企業の団体が自ら求める人材育成や、国家検定である技能検定の実施と技能五輪全国大会等への選手派遣支援などに
より、労働者等の職業能力開発の機会を確保するとともに、技能に対する社会一般の評価を高め、労働者の技能と地位の向上を目指す。

（主な実施内容：産業人材育成推進モデル事業（信州ものづくり未来塾・技術講座）、産業人材カレッジ（スキルアップ講座）　など）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金

2,134人 未達成

　その他
③

現状
(予算編成時)

○人口減少や技術革新の進展による産業構造の変化に伴う人材不足が深刻化している。
○若者のものづくり離れが見られる中、キャリア教育で技能尊重気運の醸成等を図っていく必要がある。
○企業ニーズに対応した在職者等の技能・技術向上を目的とした講座の開催及び研修情報の提供等を行
い、中小企業等の人材育成を支援していく必要がある。

71,244

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
②

信州ものづくり未来塾の受
講者数

103,191 94,392
1,610人 達成

187,807

-4,516

183,291

196,162

-9,565

186,597

83,578

8,856 8,627
1,314人 未達成

 概算人件費 （Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

技能検定受検者数（全体）
 決　　算　　額（B）

④
概　算
人　件

費

 職員数（人）

技能検定受検者数（高校生）⑤

164,425 169,188

4.20 4.20

34,028

198,453

34,516

203,704

4.20

34,516

230,619

目標に対する

成果の状況

①産業人材カレッジ事業については、スキルアップ講座推進員の積極的・効率的な講座運営等により、多くの講座参加者数が得られたが、予
定していた外部講師の日程の調整がつかないことで中止したコースがあったため、わずかに目標を達成できなかった。
②信州ものづくり未来塾事業については、H２９に引き続き学校関係者等への事業ＰＲに努め、目標を上回る受講者数を達成した。
③認定職業訓練助成事業については、短期課程において当初予定していた団体が、予定の訓練生数を確保できなかった訓練を取り止めたこ
と等により、目標達成ができなかった。
④⑤技能検定については、関係機関と協力して事業を実施し、全体の受検者数、高校生の受検者数ともに成果目標を達成した。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

・信州ものづくり未来塾事業のさらなる認知度向上(地域により開催校
数に偏りがある。)、実施方法・範囲の拡大(講座を実施可能な講師の
範囲に限りがあるとともに、学校等で開催するため体験範囲が限られ
る。)
・認定職業訓練の訓練生数(特に短期課程)の確保
・若者の技能検定受検者数のさらなる向上

・産業人材カレッジ事業については、引き続き積極的に展開し、ものづ
くり産業を担う人材の確保・育成を図る。
・信州ものづくり未来塾については、実施方法を拡充（講師・対象者の
拡大等）するとともに、信州・未来のひとづくり塾と改称し、引き続き
様々な機会を用いて認知度向上に努めつつ、継続する。
・認定職業訓練は、民間の在職者職業訓練で地域産業の人材育成上
重要であるため、引き続き必要な支援を行い訓練の実施を促進する。
・技能検定は引き続き若者の受検料減免制度等のＰＲに努め、受検者
増を図る。

No
プロジェクト

細事業名 30年度　実施内容（実績）
職員数 平成30年度 令和元年度

No （人） （当初） （決算） （当初）

1 産業人材育成推進事業
産業人材育成協議会の運営、産業人材育成推進モデル事
業（信州ものづくり未来塾・技術講座）

2.30 13,421 10,027 13,060

6
産業人材育成支援センター事
業

産業人材カレッジ（スキルアップ講座）事業、研修情報サイト
の運営、総合相談窓口の運営

1.00 36,266 30,963 35,627

①③産業人材育成が実際にどの程度図られているかを把握することが重要であることか
ら、受講者数及び訓練修了者数を指標とした。
②信州ものづくり未来塾の開催予定講座数に、過去の類似事業を受講者数（18名/講
座）を乗じ換算した人数を指標とした。
④⑤技能・技術者（特に若年者）の育成がどの程度図られているかを把握することが重要
であることから、技能検定受検者数を指標とした。

備考

合計 4.20 196,162 169,188 196,103

71,258

「はたらキッズ信州」事業費 - 0.00 0 0 4,000

認定職業訓練助成事業費
認定職業能力開発校の運営費・設備整備に要する経費に
対する補助（国1/3、県1/3）

0.30 72,873 60,788

196,103

98,229

89,469

8,405

成果指標
設定理由

①
産業人材カレッジ（スキル
アップ講座）の受講者数

認定職業訓練修了者数
（普通課程・短期課程）

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

達成

達成

4,596人

471人

目標値

2,040人

1,620人

2,000人

4,200人

400人

成果

1,988人

1,789人

1,284人

5,544人

565人

令和元年度

196,103

mailto:jinzai@pref.nagano.lg.jp


事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

07 07 01

29年度

産業人材育成推進事業
産業人材育成支援コンソーシアム
の運営

直
接

・県内の産学官関係者が連携し、当面の人材育成につい
て進めるべき施策の方向性や、その推進の具体的な施策
について検討・策定

・県内の産学官関係者により「産業人材育成協議会」を
設置し、当面の人材育成について進めるべき施策の方向
性や、その推進の具体的な施策について検討を行った。

計画通り
○

0 473 356 0 279

産業人材育成推進事業 産業人材育成推進モデル事業
直
接

・信州ものづくり未来塾（受講者数目標値1,620人）
・技術講座

・信州ものづくり未来塾(小中高校生等を対象としたマ
イスター等による講話、実演)を実施した。(目標と同数
の90講座開催を達成　受講者数1,789人)
・技術講座(県内ものづくり産業の技術者等の育成を図
るための在職者向け講座)を実施した。

計画通り
○

0 11,091 13,065 0 9,748

産業人材育成支援センター事業 産業人材カレッジ事業
直
接

・県内中小企業の在職者等を対象とした講座開催
・企業ニーズ調査や企業の人材育成に関する相談
・スキルアップ講座推進員の配置
・産業人材カレッジ（スキルアップ講座）の受講者数目
標値2,040人

・県内中小企業の在職者等を対象に講座を開催した。
・企業の人材育成に関する相談等を行った。
・スキルアップ講座推進員を配置して講座運営等を行
い、わずかに目標を下回ったものの多くの者に講座に参
加いただいた。
・産業人材カレッジ（スキルアップ講座）の受講者数実
績1,988人。

計画未満
△

37,295 33,534 33,534 0 28,301

産業人材育成支援センター事業 研修情報サイトの運営
委
託
等

・研修情報の集約と情報提供
・研修情報サイトの更新

・研修情報の集約と情報提供を行った。
・研修情報サイトの更新を行った。(Ｈ25以降、6年連続
で登録件数2,000件以上を達成)

計画通り
○

2,832 2,594 2,594 0 2,592

産業人材育成支援センター事業 総合相談窓口の設置
直
接

・人材育成コーディネーターの設置
・人材育成コーディネーターを設置し、前年度件数を上
回る相談対応を実施した。(Ｈ29 94件⇒Ｈ30 117件)

計画通り
○

2,213 138 138 0 70

産業人材育成支援センター事業 信州ものづくり未来塾事業
直
接

－ － － 10,262 0 0 0 0

認定職業訓練助成事業費 認定職業訓練助成事業
補
助
金

・認定職業能力開発校の運営費・設備整備に要する経費
に対する補助（国1/3、県1/3）
・認定職業訓練修了者数（普通課程・短期課程）目標値
2,000人

・認定職業能力開発校の運営費・設備整備に要する経費
に対する補助（国1/3、県1/3）を行った。
・認定職業訓練修了者数（普通課程・短期課程）実績
1,284人

計画未満
△

73,308 72,873 72,873 -4,107 60,788

技能検定実施事業費 技能向上対策費補助金
補
助
金

・長野県職業能力開発協会に対する補助

・長野県職業能力開発協会に対する補助を行った。
　(前年度後期から、35歳未満若者の実技試験受検料の
減免が実施されているが(減免相当額は国費100％補
助)、滞りなく補助金交付事務を実施)

計画通り
○

59,712 73,157 71,587 -5,458 66,128

技能検定実施事業費 技能検定の実施
直
接

・技能検定合格証書等の作成・交付等
・技能検定受検者数（全体）目標値4,200人

・技能検定合格証書等の作成・交付等を行った。
・技能検定受検者数（全体）5,544人

計画通り
○

2,185 2,015 2,015 0 1,282

　

　

　

187,807 195,875 196,162 -9,565 169,188

2

産業労働部

30年度　実施内容（予定）

実
施
方
法

人材育成課課・室産業人材育成支援事業

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

合　　　　計

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

3

4

4

1

細事業
No

1

2

2

2

項目


